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特定非営利活動法人まちづくり学校  

第 26 期（令和７年度）通常総会 議事次第   

⽇時：令和７年８⽉23⽇（⼟）14:00〜15:00  
会場：新潟市立中央図書館（ほんぽーと）３階 研修室 

新潟市中央区明⽯２−１−10 

14:00 開 会 
１．あいさつ  
２．議⻑および議事録署名人の選出  
３．議   事  

第 1 号議案【審議】監事の選任について 

第 2 号議案【報告】第 25 期（令和６年度）事業報告および活動決算について 

第 3 号議案【報告】第 26 期（令和７年度）事業計画および活動予算について 

第４号議案【報告】理事の選任について 
４．議⻑解任  

15:00 閉 会（予定） 
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第 1 号議案【審議】 
監事の選任について 

第 26 期（令和 7 年度）第 2 回理事会（7 ⽉ 23 ⽇開催）で監事候補の推薦 
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第１号議案 監事の選任について  

 
令和 7 年８⽉ 23 ⽇(令和 5 年 8 ⽉ 24 ⽇総会にて決議、任期は令和 7 年総会⽇まで)を

もって、現監事・中村昇さん、山田   治之さんの任期が満了となります。 監事の選任は
総会の議決事項であるため、本総会でご審議いただくにあたり、引き続き、監事として
継続をお願いしたく、令和 7 年７⽉ 23 ⽇の第 2 回理事会において監事候補者として推挙
することといたしました。  

 
 

中村 昇さん（新潟市⻄蒲区） 
 

新潟県労働金庫在職中、新潟ろうきん福祉財団の一般財団への移行に関わり、財団事
務局⻑として NPO 等助成事業に加え地域社会創造事業等 8 つの事業創造に携わる。そ
の後、同財団の地域創造助成事業、にいがた NPO 基金、及び妙高市の元気づくり活動 
助成事業の各審査委員を務める（妙高市事業のみ在任中）。この他、新潟県退職者連合 
、ささえあいコミュニティ生協新潟監事、また、令和元年 8 ⽉からはまちづくり学校の
監事も務めている。  
 
 

山田   治之さん（新潟市⻄区） 
 

        1960 年新潟市生まれ。1984 年に大学を卒業し U ターン、新潟県職員となり様々な分野の 
業務に携わる。地域振興課在職中の 1995 年に、ネットワーク型・協働のまちづくりを志す 
皆さんが集まる「やぶへびの会」の発足に参画し、やぶへび精神を座右の銘とする。1996 年 
から始まったまちづくりコーディネーター養成講座では創設スタッフであり、第１期の受講 
生でもある。2021 年３⽉に県を退職、まちづくり学校の会員となり、2023 年８⽉より監事を 
務めている。 
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第 2 号議案【報告】   

第 25 期（令和６年度）事業報告および活動決算について   
第 26 期（令和７年度）第２回理事会（7⽉23⽇開催）で議決 

 

 

  



4 

 

第２号議案 第 25 期（令和６年度）事業報告及び活動決算 
 
 
第 25 期（令和６年度）経営・事業の解題と成果 
 

 

■ 経営方針 ： まちづくり学校の資源を共有し、継続的な運営・経営の基盤を構築する 

 

１．中⻑期ビジョンのプロセスデザインを基に、実行・発展させるための基盤を整備する 
２．事業の担い手育成の仕組み・教材の整備とキャリアアップ基準の明確化に着手する 
３．多様な働き方に対応し個々の専門性を活かしながら繋がり合う組織運営を図る 

   
■ 事業方針 : 社会状況の変化を踏まえながら未来の視点で事業の可能性を探り展開する 

 

 １．「まち」と「ひと」のニーズ把握を基にした事業を企画する 
２．委託事業の販路拡大、自主事業の展開促進を推し進める 
３．まちづくりを担う人材の育成と質の向上を図る（まずは組織内部から） 
４．共感を広げ確実に届ける広報戦略を検討する 

  私たちを取り巻く社会環境には、人口減少や高齢化、経済格差、地域コミュニティの希薄
化、環境問題、災害の頻発など、様々な課題があります。一方で、地域の未来には大きな可
能性も秘められています。各地では伝統的な祭りやイベントが活性化し、子どもや若者が地
域に活気をもたらす活動も増えています。また、関係人口の増加や移住者増加へ向けた支援
が進んでいます。このような変化の中、この 1 年の活動の成果と課題について振り返りま
す。 

■ 経営の成果と課題 

私たちの理念は「個性あるまちとひとが輝く社会を創る」ことです。私たちはこの理念に
基づいた活動を通じて、地域に変化と成果をもたらしてきました。そして今後も、その取り
組みを継続していきます。2030 年に「事業推進部 100 名」「正会員 300 名」の達成を目指
し、私たちはこれらを 8 ヶ年⻑期ビジョンの成果指標として掲げています。現在、事業推進
部には多様な経験や専門性を持つ人材が新たに加わり、活動の幅が一層広がっています。令
和 6 年度には理事の改選が行われ、新体制のもとで組織の整備も進めています。人材育成に
向けた取り組みとしては、まちづくり活動のステップアップを促す指針となる出版事業も新
たに始動しました。 
   私たちは多様な活動を通じて、会員をはじめとする様々な人たちとのつながりを広げてき
ました。デジタルツールによる情報発信や情報共有はより重要となっていきます。必要な人
に情報を確実に届け、共感の輪を広げていくためデジタルツールをより活用していく必要が
あります。一方で、以前のように多くの人が顔を合わせて集まる機会が少なくなりました。
新たな人たちと、これまでの活動で育んできた人たちによるネットワークを深めるため、対
面で顔を合わせる機会を増やすことが大切だと実感しています。今後は、これまで 25 年間の
実績を活かし、官⺠連携によるまちづくりに一層注⼒していく必要があります。 

第 25 期（令和 6 年度）の方針 
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■ 事業の成果と課題 

 
1．「まち」と「ひと」のニーズに基づく事業を企画する 

 
①コーディネーター養成講座 

これまでの内容を、2 ⽇間の短期集中型に大き 
く変更しました。参加しやすさが向上した結果、 
受講者数が増加しました。反面、まちあるきなど 
の体験型プログラムを省略せざるを得なかったた 
め、その補完が課題となりました。そこで、新た 
に８つの講座を個別に受講できる「地域デザイン 
スクール（通称：まちスク）」を立ち上げました。動画配信の計画も進めています。 

 
②起業ゼミ 

対面 3 名、オンデマンド 3 名の少人数制での実施でした。全 4 ⽇間の講座で、年々内
容が充実し、受講者の満足度も高くなっています。今後の課題は受講者の確保です。 

 
③ブラニイガタ 

４地域で実施し、新たにフォトロゲイニング（地図上に 
あらかじめ設定されたチェックポイントを回わるスポー 
ツ）などの手法も取り入れました。これまでの「楽しむ」 
ことに加え、地域づくりや健康づくりのツールとしても、 
「まちあるき」をさらに広めていきます。 

 
2．委託事業の販路拡大、自主事業の展開促進を推し進める 

 

  ①事業の実績の見える化による販路の拡大 

創立２５周年を機に、これまでの多様な活動実績を整 
理しました。その成果の多さに改めて感嘆しました。販 
路拡大につなげる可視化は次年度へ継続していきます。 

 
②自治体のニーズの把握と営業活動 

  今年度は多様な委託事業を受託しました。地域支援では、これまでの協議会から自治
会へと地域密着型の支援業務を受託しました。また、健康、福祉、医療関連の事業を引
き続き受託し、今後のニーズの広がりを感じま 
した。県外では、秋田市まちづくりラボ講座、 
富山県中山間地域話し合い促進事業を受託し、 
その後のフォロー講座が開催されています。 

県や市町村の委託事業や委員会活動を通じて、 
人口減少、コミュニティの希薄化、インフラ維持 
の困難化など様々な課題やニーズを受け取ってき 
ました。変化する時代だからこそ私たちにしか出 
来ない提案が求められています。 

 

コーディネーター養成講座 

 
ブラニイガタ 年間チラシ 

 

 

 

 

秋田市まちづくりラボ講座 
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③チャレンジしやすい環境整備 
いくつかの新たな事業が始まりました。この流れを大切にしながら、新たな人材が参 

画しやすく、誰もがチャレンジできる環境を整えていくことが必要です。 
 
３．まちづくりを担う人材の育成と質の向上を図る 

 
  ①交流事業によるネットワークづくりと学び合いの促進 

会員・事業推進部の情報交換の場として、金曜夜開催の「coffee house」、事務局で 
の「学校のカフェ」を開催し、対面で語り合う場の熱量の大切さを感じました。開催継   
続に向けて楽しさを発信していきます。 

 
②事業とまちづくりを担う内部人材育成の仕組みづくり 

各事業の実施にあたり、スタッフの事前研修を実施してきました。今後も継続し個々
のスキルアップに繋げていきます。また、事業に参加しやすい仕組みをつくり、現場
での学びを人材育成に繋げていきます。 

 
   ③スキルアップ本の作成と出版方法の検討 

「まちづくりライフのススメ（課題）」出版プロジェクトが始動しました。活動のス
テップアップを支える一冊として出版に向けて進めています。 

  
４．共感を広げ確実に届ける広報戦略を行う 

 
①確実に届く広報 

ホームページをリニューアルしました。学校の事業を迅速に分かりやすく情報発信を 
していきます。必要な人に情報が届くよう、様々な SNS の活用を進めていきます。 

 
②事業の動画配信 

起業ゼミのオンデマンド動画配信は引き続き実施しています。今年度の起業ゼミでは 
より多くの人が受講しています。他の事業でも、ニーズに応えて動画配信を実施してい
きます。 
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第 25 期（令和６年度）運営に関する報告 
（令和 6 年 7 ⽇ 1 ⽇~令和 7 年 6 ⽉ 30 ⽇）        

 
■ 役員 （理事 7 名、監事２名） ※令和 7 年 6 ⽉ 30 ⽇現在 
代表理事    ⻑⾕川敏栄    柏崎市              ライブデザイン（株）一級建築⼠事務所 
代表理事    平田   英治  新潟市中央区   NIIGATA MUSIC LABORATORY 代表 
副代表理事 大滝   義隆    ⿂沼市          The Natural U*代表 すもん鍼灸治療院 院⻑ 
専務理事  五⼗嵐直樹    新潟市⻄区        (有)ユー・ハウス⼯業 取締役 
                      ※理事改選により令和 7 年 1 ⽉ 26 ⽇就任 
理事          ⼄川  千⾹     新潟市⻄蒲区     Atelier ちか室主宰  
                       ※理事改選により令和 7 年 1 ⽉ 26 ⽇就任 
理事          鈴木のぞみ    秋田市              合同会社秋田まちとケア協働舎 代表 

※理事改選により令和 7 年 1 ⽉ 26 ⽇就任 
理事          渡邉   晶子    新潟市⻄蒲区    
監事          中村   昇       新潟市⻄蒲区 
監事          山田  治之     新潟市⻄区 
 
■ 事業推進部 22 名（理事 7 名含む）※令和 7 年 6 ⽉ 30 ⽇現在 
コーディネーター  荒井 順也  三条市 
コーディネーター  池井 豊     田上町           グローバルデザイン事務所イケイ代表 
コーディネーター  伊藤 明世  新潟市⻄区     Pʼs box ピーズボックス主宰 
コーディネーター  大滝 聡     村上市           オム・クリエイション 代表 
コーディネーター  金子 洋二  新潟市秋葉区  スタジオ・ファイル代表,大正大学准教授 
コーディネーター  丸藤 文子  新潟市江南区 
コーディネーター  坂本 裕一  新潟市⻄区 
コーディネーター  中村 美⾹  新潟市⻄区    （有）ミカユニバーサルデザインオフィス 
コーディネーター  成田 倫史  福島市 
コーディネーター  山賀 昌子  新潟市中央区   NPO 法人まぢラボ代表理事 
コーディネーター  結城 由⽻  新潟市⻄区     ※令和７年３⽉入部 
コーディネーター  横尾文子   新潟市中央区   ふみ編集室主宰,Niigata Graphic LanD 運営 

※理事令和７年 1 ⽉ 25 ⽇退任（任期満了） 
コーディネーター  米山堅      三条市       ※令和７年３⽉入部 
コーディネーター  渡邉彩      新潟市秋葉区   NPO 法人はぐハグ代表理事, 

新潟中央短期大学講師 
※理事令和７年 1 ⽉ 25 ⽇退任（任期満了） 

コーディネーター  和田一良   新潟市東区      編集⼯房わらく主宰 
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■ 事務局体制 2 名 
職員（会計）       ⽯本ゆきい 新潟市江南区 
職員（事務）       川村紗耶⾹ 新潟市⻄区 
 
■  会員数  ※令和 7 年 6 ⽉ 30 ⽇現在 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  総会の開催状況 
⽇時：令和6年8⽉24⽇（⼟）14:30~15:30 
会場：コープシティ花園ガレッソホール 
出席：正会員59名 
   ※うち会場出席者 24 名、委任状出席者数 35 名 
議題：【報告】第 24 期（令和 5 年度）事業報告および活動決算について 
   【報告】第 25 期（令和 6 年度）事業計画および活動予算について 
   【報告】理事の退任および選任について 
 
■ 理事会の開催状況 
第１回 理事会  

⽇時：2024 年（令和 6 年）７⽉ 24 ⽇（⽔）10:00〜12:30  
会場：まちづくり学校事務局 

  出席：６名 
  協議１）総会資料及び運営の確認について 
  協議２）事務局サポート体制について 

審議１）代表理事の進退伺いについて審議 

会員種別 区分 24 期 25 期 増減数 増減数内訳 
 
 
 
 
正会員 

 
個人 

 
80 名 

 
77 名 

 
-3 名 

入会４名、退会 5 名、 
情報会員から変更１名 
情報会員へ変更３名 

団体 1 名  1 名 0  
学生 5 名 5 名 0  
小計 86 名 83 名 -3 名  

 
情報会員 

74 名 77 名 3 名 入会１名 
正会員から変更３名 
正会員へ変更１名 

合計 160 名 160 名 0  
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第２回 理事会 
⽇時：2025 年（令和７年）１⽉ 25 ⽇（⼟）9:00〜10:30  
会場：Zoom オンライン会議 
出席：５名 、書面議決１名 

  審議１）新理事の選任   
  審議２）事業推進部⻑の選任 
  協議１）新理事会への引継ぎ 
 
第３回 理事会 

⽇時：2025 年（令和７年）２⽉５⽇（⽔） 9:00〜11:30 
         ２⽉ 12 ⽇（⽔）19:00〜22:00 

  会場：まちづくり学校事務局および Zoom オンライン 
  出席： ６名、委任 1 名 
  審議１）理事の役員の選任 

審議２）事業推進部⻑の選任及び選任方法 
協議１）理事会年間スケジュール 

 協議２）組織編成案について 
  協議３）評価軸設定について 
  協議４）校則変更案について 

 協議 5) 事務局サポート体制について 
 
第４回 理事会 

 ⽇時：2025 年（令和７年）５⽉７⽇(⽔) 9:00〜12:00  
 会場：まちづくり学校会議室および Zoom オンライン 

  出席：７名 
  協議１）決算状況の報告  
  協議２）人事・組織状況の確認 
  協議３）活動状況の確認 

 協議４）運営・仕組みの確認 
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第 5 回 理事会 
⽇時: 2025 年(令和 7 年) 5 ⽉ 21、22 ⽇ 19:30〜21:00 
会場: Zoom オンライン会議 
出席:理事 6 名、事後議決１名 
審議１） 事務局体制 

（事務局⻑、事務局次⻑、事務局アドバイザー）の選任 
協議１） 事業推進部体制について 
協議２） 部活動の活性化について 
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第 25 期（令和６年度）事業に関する報告 
（令和 6 年 7 ⽇ 1 ⽇〜令和 7 年 6 ⽉ 30 ⽇）   

 
１．特定非営利活動に係る事業 
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上記集計：人材育成事業（５件）／企画開発事業（6 件）／ネットワーク事業 
（1 件）／情報発信・出版事業（３件）／講師派遣事業（15 件）  

２．その他の事業：なし 
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第 3 号議案【報告】   

第 26 期（令和７年度）事業計画および活動決算について   
第 26 期（令和７年度）第２回理事会（7⽉23⽇開催）で議決 
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第３号議案 第 26 期（令和７年度）事業計画と活動予算 
 
第 26 期（令和 7 年度）事業計画 
 

 

■経営方針：時代の先を行く組織を目指し基盤を構築する 

 

１．未来を見据えて組織体制を進化させ、個の⼒を引き出す人材育成を進める 
２．理念に共感する仲間を増やし、新たな収益事業を展開する 
３．共感を広げ、確実に届けるための広報戦略を構築する 

 

■事業方針：社会変化の先を読み、未来の視点で事業を展開する 

 

  １．「まち」と「ひと」のニーズを的確に捉え、満足度の高い事業を展開する 
２．人材育成と活動・事業の情報共有を通じて、個々の⼒を最大限に引き出す 
３．一人ひとりの主体的な関わりにより、組織内外に相乗効果を生み出す 

 

 

■ 経営方針 

 

１． 未来を見据えて組織体制を進化させ、個の力を引き出す人材育成を進める 
①フラットな関係性のもと主体的に行動できる組織体制を 

目指し、業務フローや内部ルールの改定を進めます。 

②内部人材育成のシステムを構築するとともに、協働的 

な関係づくりを促進するための評価制度を導入します。 

③PDCA サイクルを活用し、定期的に経営および事業の 

評価・改善を行います。 

 

２．理念に共感する仲間を増やし 

新たな収益事業を展開する 

①まちづくり学校の魅力を発信し、会員の輪を広げます。 

②対面が持つ熱量を大切にし、そこから生まれる相乗効 

果の場を広げていきます 

③チャレンジする気持ちを大切にし、共に歩む温かな組 

織風土を広げ、新たな活動や動画配信などを活発 

化させます。 

 

３．共感を広げ、確実に届けるための広報戦略を構築する 
①まちづくりに情熱を持つ人や若者に向け、わかりやすく共感を生む広報を展開します。 

②SNS、動画配信など多様なチャンネルを使い、情報を効果的に拡散していきます。 

③ワークショップやオンラインアンケート、意見交換会などを通じて、双方向コミュニケーション

を促進し、共感を深めていきます。 

 

組織進化 

人材育成 

会員増員 

新収益事業 

戦略的広報 

未来指向 

組織構築 

２０３０年 長期ビジョン成果指標 

「事業推進部 100 名」「正会員 300 名」 

経営方針 

構造図 

第 26 期（令和 7 年度）の方針 
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■ 事業方針  

 

１．「まち」と「ひと」のニーズを的確に捉え、 

満足度の高い事業を展開する 

 
①人材育成プログラムの体系化 

「コーディネーター養成講座」「地域デザイン 
スクール」「起業ゼミ」などの人材育成プログラ 
ムを体系化し、学ぶべき内容やステップがひと目 
でわかるようにすることで、自分に必要な学びの 
機会を可視化します。 

 

②協働体制の強化 

委託事業では、依頼者と対話を重ねながら時代に即した形へと事業を進化させ参加
者にとってより価値ある体験となるよう努めます。 

 
③社会課題解決に向けた事業提案 

地域やまちづくり学校の実績と経験を活かし、地域課題の解決に向けた事業を提案 
していきます。特に、私たちが蓄積してきた災害復興のノウハウは、ますます重要性
を増しています。今年度は、能登半島沖地震などの経験を整理し、活用可能なノウハ
ウとして体系化、可視化していきます。また、各種委員会の参加メンバーから得た情
報を広く共有・活用できる仕組みづくりにも取り組みます。 
 

２．人材育成と活動・事業の情報共有を通じて、個々の力を最大限に引き出す 

 

①「まちづくりライフのすすめ（仮題）」の出版と人材育成システムの構築 

       25周年の節目に「まちづくりライフのススメ（仮題）」を出版し、既存の「マチダス
」とあわせて人材育成の教本として活用していきます。あわせて、内部人材育成の仕
組みづくりにも取り組み、育成の度合いを可視化する評価軸を導入することで、互い
に補完し合い、協働⼒と実践⼒を備えた人材を継続的に育成していきます。さらに、
学んだことを活かせる実践の場を創出し、理論と実践が循環する環境を整えていきま
す。 

 
②スキルの伝承を目的とした内部研修の継続 

     スタッフのスキル向上を目的とした内部人材育成システムを作り上げ、組織内の知
見や経験を次の担い手へと継承していきます。こうした取り組みを通じて、事業に担
い手を増やし、より満足度の高いまちづくりに繋げていきます。 

 
③活動・事業の情報共有 

事業に関するスタッフや参加者の募集について、情報発信の仕組みを明確にしてい
きす。また、定期的な情報共有により協働の意識を醸成していきます。さらに、対面
の場である「coffee house」「学校のカフェ」の継続に加え、新規会員向けの「オープ
ンハウス」や、会員同⼠の交流の場である「交流会」を復活していきます。 

高満足度 

事業展開 

情報共有 

個性発揮 
主体的取組

相乗効果 

未来視点 

事業展開 

事業方針構造図 
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３．一人ひとりの主体的な関わりにより、組織内外に相乗効果を生み出す 

 

①多様性の把握と、参加の場を広げる仕組みづくり 

まちづくり学校の会員の皆さまは、さまざまな場面で多様な⼒を発揮されています。
まずは、会員一人ひとりの「やりたいこと」や「得意なこと」をお互いに知り合うこと
から始めたいと考えています。その第一歩として、会員の皆さまを対象にアンケート調
査を実施する予定です。今後は、事業や部活動など、自らの関心や得意分野に応じて活
動に参加できる仕組みづくりを進めていきます。 

 

②役割の明確化と可視化 

活動においては、一人ひとりの役割や担当を明確にし、その内容をチーム内で共有し
ます。役割を可視化することで主体性を促し、楽しく参加できる環境をつくります。そ
して、活動の成果や喜びを皆で分かち合っていきます。 

 

③他分野・他組織との協働機会の創出 

多様な価値観・スキルを持つ人との交流や協働事業を通じて、新たな視点や連携の機
会を創出していきます。互いに学び合い、相乗効果を生み出すことで、「まちをつくる
ひとをつくる」の輪を広げていきます。 

 
■ 第 26 期（令和７年度）の主な事業計画          
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第 26 期（令和７年度）活動予算                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

《第26期》　令和7年度　特定非営利活動法人まちづくり学校　活動予算案 自　令和7年7月1日　　　至　令和8年6月30日

25期決算額 26期予算案 増減 備考

Ⅰ 経常収益
1.  受取会費 426,500 570,000 143,500 正会員95名見込
2.  受取寄付金 0 0 0
3.  事業収益

(1) 人材育成事業 7,828,700 6,700,000 △ 1,128,700
(2) 企画開発事業 7,051,000 5,700,000 △ 1,351,000
(3) 調査研究事業 0 0 0
(4) ネットワーク事業 76,500 100,000 23,500
(5) 情報発信・出版事業 191,400 600,000 408,600 出版、動画配信収入含む
(6) 講師派遣事業 3,445,458 3,300,000 △ 145,458
(7) その他事業 0 0 0

事業収益 計 18,593,058 16,400,000 △ 2,193,058
4. その他収益

受取利息 2,490 1,500 △ 990 預金利息
雑収益 1,500 0 △ 1,500

その他収益 計 3,990 1,500 △ 2,490

 経常収益計 19,023,548 16,971,500 △ 2,052,048

Ⅱ 経常費用
1.  事業費

(1) 人件費
給料手当 67,196 480,000 412,804 事務局人件費

法定福利費 0 0 0
人件費 計 67,196 480,000 412,804

(2) その他の経費
仕入 517,375 300,000 △ 217,375 在庫書籍仕入

支払報酬 9,953,385 7,500,000 △ 2,453,385 人材育成システム構築・過去実績可視化事業(計30万円）含む

印刷製本費 59,075 152,000 92,925 出版事業（10万円）含む

会議費 76,258 65,000 △ 11,258
旅費交通費 1,654,651 1,475,000 △ 179,651
通信運搬費 22,728 20,000 △ 2,728
消耗品費 20,710 18,000 △ 2,710
賃借料 1,880 1,880 0 Wi-fiレンタル等

広告宣伝費 277,640 450,000 172,360 事業広報、動画配信事業（20万円）含む

新聞図書費 0 0 0
接待交際費 0 0 0
保険料 7,291 7,000 △ 291
租税公課 2,400 2,400 0
支払手数料 24,035 22,000 △ 2,035
外注費 78,000 70,000 △ 8,000
雑費 39,700 36,000 △ 3,700

その他経費 計 12,735,128 10,119,280 △ 2,615,848
事業費 計 12,802,324 10,599,280 △ 2,203,044

2.         管理費
(1) 人件費

給料手当 2,984,310 3,128,310 144,000 職員2名　会計担当時給昇給

賞　　与 0 0
法定福利費 83,161 62,650 △ 20,511 労働保険料（今期減）
福利厚生費 9,300 10,000 700 健康診断費

人件費 計 3,076,771 3,200,960 124,189
(2) その他の経費

支払寄付金 0 0 0
支払報酬 310,548 311,000 452 Art税理士法人・監査謝金2名

印刷製本費 62,234 62,000 △ 234 コピー代　

会議費 42,584 42,000 △ 584 会場使用料

旅費交通費 217,798 220,000 2,202 職員通勤費等
通信運搬費 205,885 210,000 4,115 電話代、ネット接続費、郵便他

消耗品費 57,640 60,000 2,360 イークイック他

修繕費 0 0 0
水道光熱費 225,474 230,000 4,526 水道・ガス・電気等

地代家賃 426,000 426,000 0 事務局家賃30,000円、駐車料5,500円×12ヶ月

賃借料 302,280 302,280 0 コピー機リース代25,190円×12ｹ月

広告宣伝費 31,065 30,000 △ 1,065 プリントパック
接待交際費 22,000 0 △ 22,000
新聞図書費 0 0 0
減価償却費 225,837 46,383 △ 179,454 エアコン一括償却分減

保険料 77,846 88,006 10,160 NPO保険17,605円、建物共済70,401円
研修費 10,250 20,000 9,750 事務局内部研修費

諸会費 15,000 5,000 △ 10,000 新潟シティガイド5,000円（NPO協会会費減）

リース料 8,250 8,250 0 清掃モップ1,375円×6回

租税公課 1,400 1,400 0 収入印紙等
支払手数料 20,075 20,075 0 振込手数料　残高証明書 給与振込手数料

支払利息 0 0 0
雑費 187,503 220,000 32,497 町内会費、ＭＦＰ設定支援、その他。ＰＣサポート（32,400円）増

消費税及び地方消費税 839,800 749,200 △ 90,600
その他経費 計 3,289,469 3,051,594 △ 237,875

管理費 計 6,366,240 6,252,554 △ 113,686 管理費/経常収益（税引）：目標40%（委託45％：講師派遣20％）

経常費用 計 19,168,564 16,851,834 △ 2,316,730

当期経常増減額 △ 145,016 119,666 264,682

Ⅲ 経常外収益
経常外収益 計 0 0 0

Ⅳ 経常外費用
経常外費用 計 0 0 0

税引前当期正味財産増減額 △ 145,016 119,666 264,682
法人税、住民税及び事業税 70,000 87,940 17,940
当期正味財産増減額 △ 215,016 31,726 246,742
前期繰越正味財産額 6,104,275 5,889,259 △ 215,016
次期繰越正味財産額 5,889,259 5,920,985 31,726

◎第26期（令和7年度）活動予算

科 目   ・   摘 要
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第 4 号議【報告】 
理事の選任について 

第 25 期（令和 6 年度）第 2 回理事会（1 ⽉ 25 ⽇開催）で理事選任の承認で議決 
第３回理事会（2 ⽉ 5,12 ⽇開催）で理事役員選任の承認で議決 
第 5 回理事会（5 ⽉ 21,22 ⽇開催）で事務局役員選任の承認で議決 
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第 4 号議案 理事の選任について 
 
■理事の選任 

令和７年１⽉ 25 ⽇開催の第２回理事会において、任期満了により理事の改選を行い 
ました。以下の通り審議、可決されました。任期は令和７年１⽉ 26 ⽇から令和９年１ 
⽉ 25 ⽇までです。 

 
      新 任  五⼗嵐 直 樹 （新潟市⻄区） 
           ⼄ 川 千 ⾹ （新潟市⻄蒲区） 
           鈴 木 のぞみ （秋田県秋田市） 
      重 任  大 滝 義 隆 （⿂沼市） 
           ⻑⾕川 敏 栄 （柏崎市） 

平 田 英 治 （新潟市中央区） 
           渡 邉 晶 子 （新潟市⻄蒲区） 

     退 任  横 尾 文 子 （新潟市中央区） 
          渡 邉   彩 （新潟市秋葉区） 

 
■理事役員の選任 

令和７年 2 ⽉ 5、12 ⽇開催の第３回理事会において、代表理事及び副代表理事の互選を
行いました。代表理事は現職の⻑⾕川敏栄理事に加え、平田英治理事が共同代表として推
挙されました。副代表には大滝義隆理事、専務理事には五⼗嵐直樹が推挙され、満場一致
で承認、いずれの被推挙者も承認したことから、再任と就任となりました 

 
 
■事務局役員の選任 

令和７年 5 ⽉ 5、12 ⽇開催の第 5 回理事会において、代表理事⻑⾕川敏栄より、五⼗嵐
直樹専務理事を事務局⻑に、⼄川千⾹理事を事務局次⻑に、事務局役員の推挙がされまし
た。また、同時に事務局アドバイザーとして中村俊彦が推挙され、満場一致で承認、いず
れの被推挙者も承認したことから、就任となりました。 
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第 26 期（令和 7 年度）役員及び運営体制  （令和 7 年 7 ⽉ 1 ⽇現在）          

■ 役員 （理事 7 名、監事２名） ※令和 7 年 7 ⽉ 1 ⽇現在 

代表理事    ⻑⾕川敏栄    柏崎市              ライブデザイン（株）一級建築⼠事務所 
代表理事    平田   英治  新潟市中央区   NIIGATA MUSIC LABORATORY 代表 
副代表理事 大滝   義隆    ⿂沼市          The Natural U*代表 すもん鍼灸治療院 院⻑ 
専務理事・事務局⻑   

五⼗嵐直樹    新潟市⻄区        (有)ユー・ハウス⼯業 取締役 
理事 ・事務局次⻑ 

       ⼄川  千⾹     新潟市⻄蒲区     Atelier ちか室主宰  
理事          鈴木のぞみ    秋田市              合同会社秋田まちとケア協働舎  
理事          渡邉   晶子    新潟市⻄蒲区    
監事 (案）  中村   昇       新潟市⻄蒲区 
監事 (案）  山田   治之    新潟市⻄区 
 

■ 事業推進部 22 名（理事 7 名含む）※令和 7 年 7 ⽉ 1 ⽇現在 

コーディネーター  荒井 順也  三条市 
コーディネーター  池井 豊     田上町           グローバルデザイン事務所イケイ代表 
コーディネーター  伊藤 明世  新潟市⻄区     Pʼs box ピーズボックス主宰 
コーディネーター  大滝 聡     村上市           オム・クリエイション 代表 
コーディネーター  金子 洋二  新潟市秋葉区  スタジオ・ファイル代表,大正大学准教授 
コーディネーター  丸藤 文子  新潟市江南区 
コーディネーター  坂本 裕一  新潟市⻄区 
コーディネーター  中村 美⾹  新潟市⻄区    （有）ミカユニバーサルデザインオフィス 
コーディネーター  成田 倫史  福島市 
コーディネーター  山賀 昌子  新潟市中央区   NPO 法人まぢラボ代表理事 
コーディネーター  結城 由⽻  新潟市⻄区     
コーディネーター  横尾文子   新潟市中央区   ふみ編集室主宰,Niigata Graphic LanD 運営 
コーディネーター  米山堅      三条市        
コーディネーター  渡邉彩      新潟市秋葉区   NPO 法人はぐハグ代表理事, 

新潟中央短期大学講師 
コーディネーター  和田一良   新潟市東区      編集⼯房わらく主宰 

 

■  事務局体制 ３名 ※令和 7 年 7 ⽉ 1 ⽇現在 

職員（会計）            ⽯本ゆきい      新潟市江南区 
職員（事務）            川村紗耶⾹      新潟市⻄区 
事務局アドバイザー 中村 俊彦        新潟市⻄区 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人まちづくり学校 

第 26 期（令和 7 年度）通常総会 
発行日 令和 7 年 8 月 1 日 

発行者 特定非営利活動法人まちづくり学校 

代表理事 ⻑⾕川敏栄 

連絡先 新潟市⻄区⻘⼭５丁目 8 番 22 号 

 


